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【血液製剤の使用実態について】 

４）輸血療法の実績について 

20. 過去１年間の輸血実施状況 

表１ 施設数、患者数、予測患者数（同種血のみ、自己血のみ、併用） 

 

 

アンケート実施は 10,726 施設であり、病床数不明の 703 施設を除いた数を施設数とした。前年度の輸血実施施設数は同種血のみ 4,439、自

己血のみ 1,529、併用が 621 であり、今年度はそれぞれ前年度の 98.9%、94.0%、131.7%と、併用施設数のみ増加傾向を認めた。同様に輸血

実施予測患者数も前年度の 91.1%、75.5%、109.1%であり、同種血のみが 9%減少、自己血のみが 25%の減少、併用が 9%増加となっており、併

用患者数のみ増加していた。 

輸血実施施設数を 300 床以上の医療機関で比較すると、同種血のみ・自己血のみ・併用が占める割合は、それぞれ 15.6%、41.7%、56.8%とな

り、同種血のみを使用する医療機関の病床数は 85%が 300 床以下であった。同様に輸血実施予測患者数を 300 床以上の医療機関で比較す

ると、同種血のみ・自己血のみ・併用が占める割合は、63.4%、79.5%、94.4%となり、自己血のみを使用する患者予測数の約 80%、自己血・同種

血併用患者予測数の約 95%近くが 300 床以上であった。 

  

病床数 施設数 回答数 回答率(%)
同種血
のみ

自己血
のみ

併用
同種血
のみ

自己血
のみ

併用
同種血
のみ

自己血
のみ

併用
同種血
のみ

自己血
のみ

併用
同種血
のみ

自己血
のみ

併用

0 1,851 655 35 411 1 3 0.63 0.00 0.00 2,750 6 6 4 0 0 4,876 0 0
1-19 2,012 969 48 660 58 22 0.68 0.06 0.02 6,005 1,459 85 6 2 0 8,493 181 4
20-99 2,937 1,451 49 1,344 191 79 0.93 0.13 0.05 47,255 6,192 421 33 4 0 88,596 1,650 46

100-199 1,565 985 63 927 354 127 0.94 0.36 0.13 87,767 10,130 762 89 10 1 131,236 5,784 156
200-299 591 378 64 361 235 122 0.96 0.62 0.32 73,846 8,637 441 195 23 1 110,265 8,395 223
300-399 468 290 62 273 218 140 0.94 0.75 0.48 94,553 10,174 1,004 326 35 3 143,644 12,342 782
400-499 256 170 66 157 143 112 0.92 0.84 0.66 84,455 10,377 1,509 497 61 9 117,454 13,145 1,497
500-599 134 99 74 96 85 69 0.97 0.86 0.70 77,819 6,697 464 786 68 5 102,139 7,783 438
600-699 96 73 76 71 67 61 0.97 0.92 0.84 72,459 9,549 1,663 993 131 23 92,678 11,525 1,827
700-799 42 34 81 34 31 28 1.00 0.91 0.82 36,517 5,223 1,487 1,074 154 44 45,109 5,883 1,513
800-899 28 19 68 19 19 19 1.00 1.00 1.00 22,755 3,144 286 1,198 165 15 33,534 4,633 421
900-999 18 16 89 14 14 15 0.88 0.88 0.94 21,018 2,091 271 1,314 131 17 20,690 2,058 286
1000以上 25 24 96 23 22 21 0.96 0.92 0.88 38,962 4,836 568 1,623 202 24 38,894 4,618 518

総計 10,023 5,163 52 4,390 1,438 818 666,161 78,515 8,967 937,608 77,998 7,711

輸血実施施設数 輸血実施率 輸血実施患者数 平均輸血実施患者数 輸血実施予測患者数

KAIAH
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表２  輸血実施予測患者数の年次推移 

 

 

 

図１ 輸血実施予測患者数の年次推移 

 

  

2008年 2009年 2010年 2011年 2011年 2012年 2013年 2014年

同種血輸血患者数 864,551 1,093,798 1,197,826 964,210 1,016,710 1,046,101 1,035,611 945,319

自己血輸血患者数 141,518 169,685 143,757 126,151 133,228 123,664 110,360 85,709
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21. 過去 1 年間の製剤別血液製剤使用量（全血製剤、赤血球製剤、血小板製剤、新鮮凍結血漿、自己血、アルブミン製剤、免疫グロブリン

製剤） 

 

表３ 製剤別血液製剤使用量（病床あたりの使用単位数、グラム数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度の集計結果との対比を下記に示す 

 

表 4 一病床あたりの血液・血漿分画製剤別使用量の前年度比（30%以上の減少値を赤字で示す） 

 
  

病床 赤血球製剤 血小板製剤
血漿製剤

(80mL換算)
自己血

等張アルブミン
製剤

高張アルブミン
製剤

総アルブミン製
剤

免疫グロブリン
製剤

0-299床 95.3% 63.0% 88.4% 100.7% 44.1% 93.1% 93.9% 89.1%

300-499床 97.7% 93.2% 118.3% 91.2% 92.2% 97.7% 100.6% 105.5%

500床以上 99.0% 97.3% 113.8% 97.7% 98.5% 98.1% 99.9% 105.6%

全体 96.8% 82.2% 97.5% 96.1% 72.8% 96.3% 98.7% 103.7%
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表５ 全血製剤使用施設数の病床数別集計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日赤血使用 4,577 施設のうち全血使用施設は 139 施設（3.04％）であった。昨年と同様、全血製剤を使用する殆どすべてが 300 床未満の医

療機関である。赤血球製剤（RBC）では無く、全血製剤を選択した理由として、「新生児の心臓手術に使用のため」以外に適切なものは無か

った。 

【全血製剤の使用理由（抜粋）】 

がんによる貧血 

術中出血に伴う貧血 

消化管出血 

腎性貧血 

透析患者の貧血 

骨髄異形成症候群 
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表６ PC の外来・病棟別使用量（PC 使用 2530 施設を対象とした） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病床規模の大小にかかわらず、外来での血小板製剤使用が全体の約 10%、言い換えれば 90%が病棟・ICU・手術室などで使用されていた。一

方、血小板不応状態において適応となる HLAPC に関しては外来での使用比率が全体で 22%、特に 300 床未満の施設では平均 30%以上が

外７来で使用されており、慢性血小板減少状態を認める症例を対象とした HLAPC 輸血については小規模医療機関で割合が多い傾向が明ら

かになった。 
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表７ 血液製剤使用量の総供給量に占める比率 

（日赤血液使用としているが単位数の記入のない施設は対象から除外し、4,577 施設を対象とした） 

 

* 日赤からの年間総供給量と各年調査で報告された総使用量がその総供給量に占める割合を示す 

  

 日赤からの総供給量と本調査で回答された総使用量との比較において、今年度の捕捉率は、赤血球製剤供給量の 72.8%、血小板製剤の

81.2%、そして血漿製剤の 76.8%と、2011 年からの 4 年間で最も高い値を示した。 

 製剤別に病床規模別使用比率をみると、赤血球製剤は 47～48%が 500 床以上、残りは 200 床未満と 300 床以上 500 床未満でほぼ同数で

あった。また、血小板製剤、血漿製剤に関しては、全体の約 65%が 500 床以上、12～13%が 300 床未満、22～23%が 300 床以上 500 床未満

で、例年とその割合はほぼ変わらなかった。 

  

2011年 ％ 2012年 ％ 2013年 ％ 2014年 ％ 2011年 ％ 2012年 ％ 2013年 ％ 2014年 ％ 2011年 ％ 2012年 ％ 2013年 ％ 2014年 ％

0-299床 1,089,692 26.0 1,194,171 26.2 1,238,653 26.9 1,283,537 27.3 847,996 12.9 868,502 12.3 980,750 13.4 915,007 12.4 226,762 14.3 239,076 14.1 226,455 14.1 223,175 12.9

300-499床 1,053,935 25.2 1,166,731 25.6 1,192,843 25.9 1,199,633 25.5 1,430,165 21.8 1,573,578 22.4 1,638,684 22.4 1,654,301 22.4 353,003 22.3 392,836 23.1 408,755 23.1 393,103 22.7

500床- 2,040,537 48.8 2,204,327 48.3 2,179,241 47.3 2,226,500 47.3 4,287,536 65.3 4,590,575 65.3 4,686,968 64.1 4,801,080 65.1 1,000,847 63.3 1,067,836 62.8 1,107,554 62.8 1,115,279 64.4

合計 4,184,164 4,565,237 4,610,737 4,709,670 6,565,697 7,032,655 7,306,402 7,370,388 2,281,545 2,458,211 2,614,147 1,731,556

*総供給量 654万 64.0 659万 69.3 651万 70.8 647万 72.8 876万 75.0 904万 77.8 913万 80.0 908万 81.2 226万 69.7 227万 74.9 226万 74.9 226万 76.6

赤血球製剤（単位） 血小板製剤（単位） 血漿製剤（単位）

病床数
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図２ 血液製剤使用状況の年次推移 

 縦軸は、病床当たりの使用単位数（単位／床） 

 

  

 

赤血球製剤は全体、病床別とも、病床当たりの使用単位数は横ばいであった。 

血小板製剤に関しては、全体および 300 床未満の施設での病床当たりの使用単位数に減少傾向が認められた。 
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血漿製剤の病床当たりの使用単位数が大規模施設で増加している傾向は昨年度に引き続き顕著であった。300～499 床のグループでも増加

しているが、300 床未満の施設で減少しており、全体としては横ばいとなった。 

アルブミン製剤に関しては各病床規模で減少しており、全体でも明らかな減少を認めた。 
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免疫グロブリン製剤の病床当たりの使用量は全体に増加傾向であり,時に 500 床以上の大規模施設での増加が著しい。300 床未満では僅か

に減少していた。 
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表 7 輸血を受けた１患者あたりの赤血球使用量（単位/患者） 

 

 

 

 

 

 

 1 患者当たりの赤血球製剤使用量は全体で約 11%減少した。病床別では 500 床以上の施設での減少が約 12%と最も多かった。 

     

図 3     
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表 8 １病床数あたりの赤血球使用患者数（人/床） 

 

 

 

 

 

 

一方、１病床数あたりの赤血球使用患者数は約 6%増加していたことから、前回報告と同様の傾向を認めた。 

    

図 4 
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22. 過去 1 年間の製剤別血液製剤廃棄量 

図 5 施設規模別の赤血球製剤廃棄量、廃棄率 

 
赤血球製剤廃棄率は小規模施設での低下が顕著であり、全体としても昨年比で改善を認めている。 

赤血球製剤購入量は 1000 床以上の施設において 3 年連続で減少した。 
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図 6 施設規模別の赤血球製剤廃棄量 

 

 
300 床未満の施設で増加、300 床以上、500 床以上の施設では減少を認めた。 
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図 7 施設規模別の血小板製剤廃棄量、廃棄率 

 

800 床以上の大規模施設で増加傾向を認めた。 
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図 8 施設規模別の血小板製剤廃棄量、廃棄率 

 

500 床以上の大規模施設で 3 年連続の増加を認めた。 

  

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

20000

0‐299床 300‐499床 500床‐

施設規模別の血小板製剤廃棄量

2011年 2012年 2013年 2014年



平成 26 年度血液製剤使用実態調査（血液製剤使用実態）日本輸血・細胞治療学会 調査統計委員会（担当：菅野 仁） 

16 
 

図 9 血漿製剤廃棄率と購入量の推移（過去 3 年間） 

 

廃棄率はこの 3 年間大きな変動は無く、購入量は 500 床以上の大規模施設で減少傾向がある。 
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図１０  

 

 

300 床未満の施設、500 床以上の施設で廃棄量の増加を認めた。 

 

 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

0‐299床 300‐499床 500床‐

施設規模別の血漿製剤廃棄量

2011年 2012年 2013年 2014年



平成 26 年度血液製剤使用実態調査（血液製剤使用実態）日本輸血・細胞治療学会 調査統計委員会（担当：菅野 仁） 

18 
 

23. 過去 1 年間の放射線未照射輸血用血液製剤（日赤血・院内血）の使用の有無、使用量及び使用理由について 

 

表 9 未照射血使用施設の一覧、使用製剤単位数とその理由 
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表 10 未照射院内血の使用状況 

 

      

 

  

都道府県 施設形態 病床数 本数 単位数 緊急輸血 時間外 その他

1 静岡県 個人病院 160 34 68 照射の機械がないため

2 長崎県 公立・自治体病院 186 2 4 1 1

3 鹿児島県 個人病院 204 19 38 1 備蓄在庫を使用し、なくなった為

4 茨城県 医療法人関連病院 224 4 8 1 院内に照射装置がないため

5 沖縄県 公立・自治体病院 327 23 46 放射線照射装置が未設置

6 北海道 医療法人関連病院 440 5 5 1

7 東京都 大学病院 897 1 2 ドナーリンパ球輸注

88 171 4 1

未照射使用同種血 未照射使用の理由

合計
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24. カリウム吸着フィルターの院内在庫の有無について 

 

図 11 在庫状況        

     

表 11 輸血後高カリウム血症の有無 

 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500

0‐299床

300‐499床

500床以上

無（施設数） 有（施設数）
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図 12 輸血後高カリウム血症予防対策     図 13 対策を行っている場合の対象疾患 
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25. 大量出血時の輸血について 

図 14 赤血球輸血 10 単位以上輸血した症例数   図 15 大量輸血施設 993 施設を対象とした FFP 使用有無 

       

 

図 16 クリオプレシピテート（クリオ）使用有無    図 17 フィブリノゲン製剤使用有無 
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図 18 赤血球輸血 10 単位以上輸血した症例にクリオ・FIB 製剤 図 19 大量出血・大量輸血時の凝固障害にどれを使用したいか 

適応と考えられた症例があったか        （全施設を対象） 
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６）自己血輸血について 

31. 過去 1 年間の貯血式自己血輸血の実施有無及び実績について 

 

表 12 病床数別自己血使用実績、廃棄数 

 

貯血式自己血使用施設 1,591 施設より使用実績未入力の 37 施設を除外した 1,554 施設を対象とした 

病床数当たりの自己血使用単位数は 100 床未満の小規模施設で多かった。 

自己血の廃棄率は全体で 16.5%、700 床以上 1000 床未満の施設で 20%を超え、多い傾向があった。 
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図 20 貯血式自己血の年次推移 

 

1 病床当たりの自己血使用単位数は昨年調査に引き続き、僅かに減少している。病床数別集計では、200 床未満の小規模施設でのみ増加し

ていた。 
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32．希釈式自己血輸血実施の有無及び実績について 

表 13 使用とされていたが使用実績の未入力の 26 施設は除外した 

   希釈式自己血使用は 118/5434 施設（2.17％）であった 

 

 

 

33. 回収式自己血輸血実施の有無及び実績について 

表 14 使用とされていたが使用実績の未入力の 210 施設は除外した 

    回収式自己血使用 324/5434 施設（5.96％）であった 
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7)抗 HBs 人免疫グロブリン（HBIG）の使用実績について 

34. 免疫グロブリン製剤を管理している部門について  35. 過去 1 年間の抗 HBs グロブリン製剤の使用の有無について 

図 21         図 22  
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36. 過去 1 年間に新生児の母子間 HBV 感染予防のために HBIG を使用した状況について（使用件数） 

37. 過去 1 年間に新生児の母子間 HBV 感染予防のために使用した HBIG 量（筋注 200 単位製剤本数） 

表 15 

 

 

38. 過去 1 年間に HBs 抗原陽性血液の汚染事故後の B 型肝炎発症予防のために HBIG を使用した状況について（使用件数） 

39. 過去 1 年間に HBs 抗原陽性血液の汚染事故後の B 型肝炎発症予防のために使用した HBIG 量（筋注 200 単位製剤、1,000 単位製剤、

静注 1,000 単位製剤の各本数） 
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40. 過去 1 年間に肝移植術後の B 型肝炎発症予防のために HBIG を使用した状況について（周術期及び非周術期それぞれの件数） 

41. 過去 1 年間に肝移植術後の B 型肝炎発症予防のために使用した HBIG 量（静注 1,000 単位製剤本数） 

表 16 
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病床数当たりの使用単位数が多い１０都道府県 

表 17 赤血球製剤（中央値 6.20 単位／床） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 18 血小板製剤（中央値 8.64 単位／床） 
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表 19 血漿製剤（中央値 2.09 単位／床） 
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表 20 総アルブミン製剤（中央値 34.0g／床） 
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１病床当たりの製剤使用量の多い県、2012～2014 年の年次推移 

表 21 赤血球製剤       表 22 血小板製剤 

3 年連続ランクインの県を色つきセルで示す     3 年連続ランクインの県を色つきセルで示す   

         

表 23 血漿製剤        表 24 アルブミン製剤（等張・高張の合計） 

 3 年連続ランクインの県を色つきセルで示す     3 年連続ランクインの県を色つきセルで示す 

            

  

2012年 2013年 2014年
1 沖縄県 千葉県 神奈川県
2 静岡県 東京都 東京都
3 東京都 埼玉県 千葉県
4 千葉県 鳥取県 静岡県
5 埼玉県 神奈川県 埼玉県
6 神奈川県 愛知県 愛知県
7 山形県 沖縄県 栃木県
8 大阪府 福井県 大阪府
9 愛知県 大阪府 群馬県

10 兵庫県 群馬県 奈良県

2012年 2013年 2014年
1 広島県 広島県 広島県
2 奈良県 東京都 東京都
3 東京都 奈良県 新潟県
4 新潟県 北海道 神奈川県
5 沖縄県 群馬県 京都府
6 神奈川県 岩手県 北海道
7 大阪府 新潟県 愛知県
8 愛知県 大阪府 秋田県
9 北海道 京都府 大阪府

10 岩手県 千葉県 群馬県

2012年 2013年 2014年
1 沖縄県 東京都 東京都
2 奈良県 千葉県 神奈川県
3 京都府 沖縄県 奈良県
4 東京都 奈良県 千葉県
5 千葉県 京都府 愛知県
6 大阪府 宮城県 栃木県
7 埼玉県 大阪府 大阪府
8 愛知県 愛知県 沖縄県
9 神奈川県 神奈川県 埼玉県

10 栃木県 埼玉県 京都府

2012年 2013年 2014年
1 京都府 京都府 沖縄県
2 沖縄県 長崎県 京都府
3 岡山県 岡山県 長崎県
4 東京都 山梨県 富山県
5 奈良県 広島県 奈良県
6 栃木県 三重県 兵庫県
7 千葉県 奈良県 岩手県
8 熊本県 沖縄県 熊本県
9 和歌山県 東京都 東京都

10 広島県 滋賀県 栃木県



平成 26 年度血液製剤使用実態調査（血液製剤使用実態）日本輸血・細胞治療学会 調査統計委員会（担当：菅野 仁） 

41 
 

表 25 免疫グロブリン製剤 

 3 年連続ランクインの県を色つきセルで示す 

   

2012年 2013年 2014年
1 沖縄県 岩手県 大分県
2 徳島県 京都府 徳島県
3 香川県 山梨県 岩手県
4 岩手県 広島県 愛知県
5 埼玉県 東京都 長野県
6 愛知県 愛知県 東京都
7 京都府 宮崎県 愛媛県
8 福井県 愛媛県 神奈川県
9 神奈川県 神奈川県 鳥取県

10 広島県 埼玉県 熊本県


